
 

「
1
つ
の
不
動
産
を
個
人
で
も
購
入
し

や
す
い
単
位
に
小
口
化
し
て
、
複
数
の

出
資
者
が
共
同
購
入
し
、
プ
ロ
に
運
用

を
任
せ
る
仕
組
み
で
す
。
区
分
所
有
物

件
を
単
独
所
有
す
る
よ
り
リ
ス
ク
分
散

に
も
な
り
ま
す
」（
東
川
さ
ん
。以
下
同
）

　
小
口
化
商
品
を
選
ぶ
際
に
ポ
イ
ン
ト

と
な
る
の
が
、
相
続
対
策
に
も
有
効
か

ど
う
か
。
小
口
化
商
品
は
大
き
く
匿
名

組
合
型
と
任
意
組
合
型
の
2
つ
に
分
か

れ
る
。
不
動
産
の
所
有
形
態
と
適
用
税

制
が
違
う
。
匿
名
組
合
型
は
、
取
得
し

小
口
化
商
品
だ
か
ら
個
人
向
き

相
続
に
も
有
効
な
任
意
組
合
型

　
不
動
産
投
資
で
高
い
リ
タ
ー
ン
を
期

待
す
る
な
ら
東
京
都
心
部
の
不
動
産
が

有
望
だ
。
希
少
性
と
資
産
性
の
高
さ

か
ら
、
国
内
外
の
プ
ロ
投
資
家
も
狙

う
。
な
か
で
も
オ
フ
ィ
ス
は
、
収
益
性

が
高
い
上
に
、
ス
ケ
ル
ト
ン
（
内
装
な

し
）
で
貸
す
た
め
、
オ
ー
ナ
ー
に
は
原

状
回
復
リ
フ
ォ
ー
ム
の
費
用
も
手
間
も

か
か
ら
な
い
。
と
は
い
え
都
心
オ
フ
ィ

ス
と
い
え
ば
最
低
数
十
億
円
単
位
に
な

り
、
資
金
調
達
を
考
え
る
と
個
人
で
は

な
か
な
か
投
資
に
踏
み
切
れ
な
い
。
そ

こ
で
不
動
産
投
資
の
検
討
者
か
ら
注
目

を
集
め
て
い
る
の
が
、
不
動
産
特
定
共

同
事
業
法
（
不
特
法
）
に
基
づ
く
不
動

産
小
口
化
商
品
で
あ
る
。

「アドバンテージクラブ」が
選ばれる5つのポイント

1 東京都心部に資産を持つ
個人で購入するにはハードルが高い東京都
心の物件も、1口1,000万円からの小口化
商品だから所有できる。

2 収益性の高い物件を厳選
期中のネット利回り3％台半ば、出口価格
（売却益）も期待できる物件を毎年3,000件
の情報から4件前後に絞り込む。

3 平均99％超の高い稼働率
好立地の高い入居率に加え、豊富な運用ノ
ウハウで価値を高め、高い収益性を安定し
て保ち、出口につなげる。

4 不動産税制が適用
実物不動産の共有と同じ任意組合型のた
め、運用時も相続時も有利な不動産税制が
適用される。

5 管理運営の大半を任せられる
不動産特定共同事業法に基づき金融庁長
官・国土交通大臣から許可を受けた同社が
管理運営を代行。オーナーは手間いらず。

アドバンテージクラブのしくみ

安定収入 テナント

賃貸

1口1,000万円から出資者を募り、任意組合を結成して物件を取得。同社が組合理事長
として管理運営を代行し、賃料収益から諸経費を差し引き出資者に分配。将来、物件を売
却して諸経費控除後の金額を出資者に分配して組合が終了。

アドバンテージクラブ

管理事務代行

共同保有
事業参加者

優良物件

不動産特定
共同事業者

 

不
動
産
小
口
化
商
品

「
ア
ド
バ
ン
テ
ー
ジ
ク
ラ
ブ
」

１
口
１
０
０
０
万
円
か
ら
都
心
不
動
産
が
買
え
る
！

資
産
運
用
に
、相
続
対
策
に
、人
気
の
高
い
東
京
都
心
の
不
動
産
。で
も
、個
人
で
投
資
す
る
に
は
ハ
ー
ド
ル

が
高
い
。そ
ん
な
悩
み
を
解
決
す
る
の
が
、１
口
１
０
０
０
万
円
で
買
え
る
青
山
財
産
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
ス
の 

共
同
所
有
シ
ス
テ
ム「
ア
ド
バ
ン
テ
ー
ジ
ク
ラ
ブ
」。募
集
１
カ
月
以
内
に
完
売
す
る
理
由
と
は
？

株式会社
青山財産ネットワークス
不動産証券化協会

認定マスター
東川 亨さん

2002年から
約20年の
実績

物件情報
約3,000件
／年から
厳選

参加者数
延べ

2,000人
以上

金銭出資

利益の分配

取得

賃料

2021 秋号 64

な
が
ら
、
1
口
1
0
0
0
万
円
と
い
う

金
額
設
定
と
高
い
収
益
を
安
定
的
に
出

し
続
け
て
き
た
実
績
と
信
用
度
に
あ
る
。

　
小
口
化
商
品
は
１
９
８
０
年
代
か
ら

あ
っ
た
が
、バ
ブ
ル
崩
壊
で
事
業
者
が
経

営
困
難
に
陥
り
、出
資
金
が
戻
ら
な
い
ト

ラ
ブ
ル
が
多
発
。
そ
こ
で
、１
９
９
５
年

に
不
特
法
が
制
定
さ
れ
、事
業
者
の
経

営
安
定
性
な
ど
の
基
準
を
設
け
許
可
制

と
し
た
経
緯
が
あ
る
。
現
在
、国
土
交
通

大
臣
の
許
可
を
得
た
事
業
者
は
70
数
社

し
か
い
な
い
。

　
不
特
法
の
施
行
当
初
は
、
不
動
産
会

社
に
よ
る
資
金
調
達
の
側
面
が
強
い
匿

名
組
合
型
が
主
流
だ
っ
た
。
そ
の
中
で

同
社
は
２
０
０
２
年
に
個
人
オ
ー
ナ
ー

に
メ
リ
ッ
ト
の
あ
る
任
意
組
合
型
の
商

品
を
い
ち
早
く
組
成
。
以
来
、
約
20
年

に
わ
た
り
コ
ン
ス
タ
ン
ト
に
不
動
産
小

口
化
商
品
を
供
給
し
て
い
る
。
任
意
組

合
型
商
品
の
中
で
、
同
社
は
60
％
以
上

の
ト
ッ
プ
シ
ェ
ア
を
10
年
以
上
も
維
持
。

昨
年
発
足
し
た
（
一
社
）
不
動
産
特
定

共
同
事
業
者
協
会
の
会
長
に
同
社
社
長

が
就
任
し
て
い
る
こ
と
か
ら
も
事
業
者

と
し
て
の
信
頼
性
の
高
さ
が
伺
え
る
。

同
社
の
管
理
運
用
ノ
ウ
ハ
ウ
の
高
さ
は

数
字
を
見
れ
ば
明
ら
か
だ
。

 「
経
費
を
差
引
い
た
純
利
益（
税
引
き
前
）

に
対
す
る
実
質
利
回
り
は
、
過
去
20
年

の
実
績
で
３
％
台
半
ば
。
平
均
稼
働
率

は
直
近
で
約
99
％
を
超
え
て
い
ま
す
」

　
小
口
化
商
品
の
収
益
性
は
、
期
間
中

の
運
用
益
だ
け
で
な
く
、
出
口
を
迎
え

た
と
き
の
売
却
益
も
重
要
だ
。
同
社
は

過
去
20
年
で
55
組
合
を
立
ち
上
げ
、
す

で
に
27
件
を
売
却
。
平
均
運
用
期
間
は

９
年
弱
で
、
契
約
期
間
中
の
分
配
金
と

売
却
益
を
合
計
し
た
総
収
入
の
年
換
算

利
回
り
は
5
・
7
％
に
達
す
る
。
こ
れ

だ
け
収
益
性
が
高
い
の
は
、
プ
ロ
の
目

で
優
良
物
件
を
精
選
し
て
い
る
か
ら
だ
。

 

「
幅
広
い
仕
入
れ
ル
ー
ト
か
ら
３
０
０
０

件
の
情
報
が
寄
せ
ら
れ
ま
す
。
そ
の
中

か
ら
、
収
益
性
に
加
え
、
出
口
で
投
資

金
額
を
上
回
る
と
見
込
め
る
物
件
を
厳

選
。
さ
ら
に
詳
細
な
調
査
を
し
た
上
で

年
に
3
～
4
件
に
絞
り
込
ん
で
い
ま
す
。

組
成
後
は
7
年
目
ぐ
ら
い
か
ら
市
場
を

読
み
な
が
ら
出
口
を
探
り
、
一
番
良
い

タ
イ
ミ
ン
グ
で
売
却
し
て
き
ま
し
た
」

　
現
在
、
小
口
化
商
品
を
扱
う
事
業
者

の
中
で
、
出
口
ま
で
迎
え
て
安
定
し
た

配
当
を
実
現
し
た
事
例
は
意
外
に
少
な

い
。
具
体
的
な
物
件
プ
ロ
フ
ィ
ー
ル
や

商
品
特
性
が
気
に
な
る
な
ら
、
10
月
の

フ
ェ
ス
タ
で
詳
細
を
確
認
し
よ
う
。

た
不
動
産
が
事
業
者
の
単
独
所
有
。
出

資
者
が
得
る
配
当
金
は
原
則
雑
所
得
扱

い
で
、
出
資
金
の
相
続
時
の
財
産
評
価

は
金
融
商
品
と
変
わ
ら
な
い
。
任
意
組

合
型
の
場
合
、
不
動
産
の
所
有
権
は
事

業
者
を
含
む
組
合
員
全
員
の
共
有
。
出

資
者
の
配
当
金
は
不
動
産
所
得
、
相
続

税
評
価
額
も
不
動
産
扱
い
だ
。
し
か
も

小
口
化
商
品
の
た
め
、
1
口
単
位
で
遺

産
分
割
も
し
や
す
い
。
つ
ま
り
、
安
定

し
た
運
用
益
と
相
続
対
策
が
両
立
す
る

の
が
任
意
組
合
型
に
な
る
。

運
用
中
も
出
口
も
高
い
実
績

シ
ェ
ア
ト
ッ
プ
の
安
心
感

　
任
意
組
合
型
商
品
の
中
で
も
、
青
山

財
産
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
ス
の
小
口
化
商
品

は
個
人
オ
ー
ナ
ー
の
間
で
人
気
が
高
い
。

そ
の
理
由
は
、
都
心
オ
フ
ィ
ス
で
あ
り

最近注目されている不動産小口化商品の仕組み・
特徴・メリットを、分かりやすく解説します。

アドバンテージクラブについて詳しくご説明します。
青山財産ネットワークスのブースでご相談も可能。
ぜひお越しください。

10/23（土）

大家さんフェスタでセミナー開催！
 B会場
13：10～13：50

投資の新しいスタイル
不動産小口化商品の魅力とポイント

1口1,000万円で投資しやすい
都心オフィスに投資したくても1棟数十億円の
実物不動産には手を出しにくいが、1口1,000
万円の小口商品のため購入しやすい。途中解
約も可能なため、安心して投資できる。

都心の優良不動産を所有
東京都心の中でも全国区の知名度を持ち、海
外投資家も注目する都心3区を中心にした希
少性の高いオフィスを選択。価格が下がりにく
くタイミング次第で値上がりも期待できる。

不動産購入のメリット

アドバンテージクラブ
ADVANTAGE CLUB

取材・文／木村 元紀　撮影／豊島 正直

銀座や虎の門、赤坂などの実績多数（写真は
銀座の街のイメージ）

分割しやすい
一棟やフロア単位で所有すると、遺産分割の
際に面積割合で分けて共有にするか売却して
現金にする必要がある。不動産小口化商品な
ら1口ごとに分けられるため分割しやすい。

不動産税制適用
不動産を所有するため、運用期間中の収益は
不動産所得、相続時は相続税評価額として評
価される。都心オフィスは時価と評価額の格差
が大きい傾向がある。

相続対策におけるメリット

2021 秋号65

フェスタ出展
詳しくは14ページ


